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2012年 7月―10月 山西省図書館 「山西日報」を通じた日本
イメージの受容 
資料調査 
2013年 1月―2月 山西省の留学仲介会社 16か所 
 
留学生を派遣するプロセス 訪問調査 












表 2 インタビュー調査対象一覧表 
場所 調査対象項目 人数 
送り出す地関連（中国、山西
省） 
公立 日本語コース 学生 30 人 
           教員 6人 
 民営 日本語クラス 学生 12 人 
           教員 6人 
 日本に関する研究者 9 人(内 4 人が公立日本語コ
ース専任教員) 
 留学生の経済負担者 22 人 
 帰還留学生 10 人 
 留学仲介人 9 人(内 2 人は民営日本語ク
ラス教員) 
合計  8種 98 人 
留学生及び在日中国人 留学生 54 人(内民営日本語クラス
学生 9人、帰還留学生 7人) 
 残留邦人家族 5人 
 国際婚姻の配偶者 6人 
     日本人の配偶者 3人 
 研修生(技能实習生を含む) 11 人 
 非正規滞在 4人(内研修生 1人、留学生 2
人) 




 アルバイト先の店为 7人 
 留学生の不動産支配人 3人 
 日本学生支援機構 1人 
 民間奨学金組織 2人 
 国際婚姻仲介 3人 
 中国人聯誼会 4人 
合計 7種 28 人 





















































































































































































は続いた。1973 年、留学生派遣が再開され、7 人を日本に派遣し17、それから 1978 年ま
でに留学生は全部で 1977人派遣された18。選抜の基準は依然政治審査19が中心であり、工
農兵学員20と在職者の中から選抜された。1978 年から公開で留学生選抜試験を行ったが、
                                                             
12社会为義国家に向けて集中的に大量の人を送る意味である。 













































































































                出所: 坪谷（2008:26）を基に筆者が加筆・修正 
 

























現在为流の移民研究では留学移民 (students migration)を視野に置いてこず 
(Cohen,1995)、(Brettell and Hollifield,2007)、留学移動を教育の商品化と頭脳流出の

























ている (厳:1991 大里 孫:2002 实藤:1983 周:2007 王:1992)。 
























































                                                             



















（Winters,Janvry and Sadoult:1999）。Masseyと Aysaはラテンアメリカからアメリカに
























                                                             
342011年に出国留学した中国人留学生は 33.97 万人である。そのうち 9割以上が私費留学生である。私
費留学生のうち 6割以上は留学仲介業を介して出国した。以上の数値から計算すると、年間留学仲介利
用者は 17万人ほどといるということになる。出国留学する人数は王輝耀（「中国留学発展報告(2012)No.1」




































































があるため、「表裏山河」と呼ばれている。東西の長さは約 290 キロで、单北長は約 550










める割合は 7.1％、第二次産業は 59.2％、第三次産業は 33.6％である。その内、第二次
産業の工業が 54.3%を占めている35。 
公のデータによると、2008年現在、山西省の人口は 3410.6万人である。そのうち城鎮
戸籍36の人口は 1538.6 万人で、総人口の 45.1%にあたる。農村戸籍の人口は 1872万人で、
総人口の 54.9%にあたる。男性は 1750.2 万人、総人口の 51.3%であり、女性は 1660.4 万
人、総人口の 48.7%を占めている。山西省の総従業者数は 1614.1万人37で、そのうち城鎮
の従業者数は 539.2 万人、農村の従業者数は 1074.9 万人である。第 1 次、第 2 次、第 3
次産業の従事者数はそれぞれ 642.6万、425.6万、545.9 万人であり、総従業者に占める
割合は 39.8％、26.3％、33.8％となっている。これは 2008年の全国の従業者状況とほぼ










を占めている。2008 年の統計データの平均給料は 25,828 元40であり、国有企業の給料平
均額は 26,557元、城鎮集団企業の給料平均額は 16,947元である。 
 
表 3 就業場所数 
 場所数 比率（%） 
法人 160747 100.0 
企業法人 87417 54.4 
政府機構、事業法人 32465 20.2 
社団法人およびその他 40865 25.4 
産業活動为体 235124 100.0 
第二次産業 38719 16.5 
第三次産業 195456 83.1 
正式許可を有する個人経営 633785 100.0 
第二次産業 30164 4.8 
第三次産業 603141 95.2 
            出所:山西省第二次全国経済普査为要データ広報（第一号）41 
                
表 4 登録類型別企業法人 
 就業場所数 比率（%） 
合計 87417 100.0 
国内企業 86945 99.5 
国有企業 5853 6.7 
集団企業 6904 7.9 
株式合弁企業 1247 1.4 
合同企業 327 0.4 
有限会社 11074 12.7 
国有会社 178 0.2 
その他 10896 12.5 
株式会社 3681 4.2 
私営企業 56085 64.2 
 その他 1774 2.0 
香港、マカオ、台湾系企业 183 0.2 
外資企業 289 0.3 









 2013 年 12 月の時点では、１人民元が 16 日本円に相当する。 
41 山西省第二次全国経済普査为要データ広報（第一号）、山西省第二次全国経済普査指導担当弁公审、





























































           
図 3 教育行政系統図
 










































































     









15 83% 56 51.37% 62 56.88% 
非留学経
験者 
3 17% 47 43.12% 25 22.94% 
不詳     6 5.51% 22 20.18% 


















64李喜所:「留学生と近代中国社会変革の良性互動」、『社会科学研究』、2004 年第 5期、pp123－126. 
65王奇生:「民国時期帰国留学生の進路」『民国春秋』、1994年第 3期、pp12－14. 
66商務印書館を例として、1920年代までに欧米の帰国博士の月給は 200－250 元、日本の帰国博士の月給
は 100－150元、国内の大学生の月給は 60－90元しかなかった。 




























































































































 1950 年 8 月から、中国の公安部は「関与特種人口の管理暫定法」によって、特定のグ
ループの管理を強化した。 
 1951年 7 月、公安部は「城鎮戸籍管理暫定条例」によって、2004年 9 月まで続く城鎮
の戸籍登録を規定した。 
 1953 年 4 月、中央政府は「関与諌止農民が都市に盲目流入することの指示」を公布し
た。 
 1954年 12月、内務部、公安部、国家統計局は農村戸籍登録制度を作ることを求めた。 
























 1955年 6月 22 日、中央政府から「関与経常戸籍制度を作る指示」が公布してくれた。 
 1955 年 11 月 7 日、中央政府は「関与城郷分別標準の規定」を公布し、「農業戸籍」と
「非農業戸籍」を分けた。 
 1956 年末から 1958 年初め、中央政府は「農村人口の盲目外部流出すること禁止する」
指示を公表した。 



























































なっている。現在、4 年制大学を卒業するためには、大学 4 級88という能力試験を通らな
ければならない。大学院の修士課程は英語 6級試験のパスが卒業要件とされている。 
 
        表 6 山西省における「思政」に関するカリキュラム89 
























88中国では「大学英語試験」を設けている。英語名が College English Test となっている。「大学英語

































































































                                                             
94共青団員、共産党員の資格、また学生会の参加を通じて、就職に有利となる。 
95新華網:中共中央「1985年第１次教育工作会議の資料」1985年 5月 27日










































                                                             
96教育部教育渉外監管信息網:「中国与有関国家和地区簽訂相互承認学位、学歴と文凭協議情況」
http://www.jsj.edu.cn/index.php/default/news/index/143 20130906 閲覧。 
97 教育部教育渉外監管信息網:http://www.jsj.edu.cn/index.php/default/news/index/319 に提供さ
れた認定リストには 43カ国の 1万か所以上の教育機構の情報が載っている、付表 3に参耂。 
34 
 
    表 8  山西省の大学における国外合同教育機構や連携プロジェクト98 


















    中国オーストラリア 1＋2＋199協定プロジェクト 
    中国アメリカ 1＋2＋1協定プロジェクト 
修士コース 
    中英 4＋1修士課程プロジェクト 
    中国フランス 1＋１マネジメント修士課程プロジェクト 
    アメリカ 3＋1英語教育修士プロジェクト 
連読コース 
    中国オーストラリア 3＋１＋1大学修士プロジェクト 
太原科技大学     アメリカオーポン大学教員養成プロジェクト 
太原師範学院       中国とカナダの連携プロジェクトヘルコ学院 
















99修業年限の表し方。1＋2＋１というのは、合わせて 4年の修業年限で、中国で 1年、外国 2年、また中
国戻って 1年で修了する意味である。 
1001997年 12月 24日、全国外資工作代表会見の時にこの意見を述べた。『江沢民文選』人民出版社、第 2
巻、p92．中央宠伝部、中央文明弁公审に指導された中国文明網もこういった情報を記載している。


























































政策も打ち出された。1990 年、中共中央弁公庁は留学人員経費の 2 割を留学生の仕事の
安定化、科学研究、そして住まいの問題の解決に充てるようと国家教務委員会に提議した




 山西省においては、1994年 9月 23日の「山西省人民政府印発関与鼓励出国留学人員回





















































































































2.2.2 日中国交回復から 1970年代末頃 
 






































                                                             
116全体为義政府は世論を通じて社会思潮を誘導する。共産党中央委員会はメデイアをコントロールし
ており、すべての新聞報道や記事は共産党中央の指導意見に基づいて作成している。 




















































版社 1973年 10 月）、『沼尾村』（李徳純訳:人民文学出版社 1973 年 5 月）、『在外地为』
（李芒訳:人民文学出版社 1973年）と 2部の文学理論と文学史著作、それ以外では遍照
金剛:『文鏡密府論』（周維徳校点、人民文学出版社 1975 年 5 月）、吉田精一:『現代日
本文学史』（明治維新から 60年代にかけて）（斉幹訳 上海人民出版社 1976年 1月）な
どがあった。 
                                                             
126「日本政府はアフガニスタン新政権を否認」、「山西日報」、1980年 1月 5日。 













表 9 1970 年代日本文学作品の内部出版リスト 
作者 作品 訳者・出版社 





















有吉佐和子 『うっとりする人』1975年 4月 
李徳純訳 
人民文学出版社  











映画脚本 葉渭渠 高恵琴訳 
人民文学出版社  広沢栄 
熊井啓 
「望郷」1976年 1月 
小松左京 『日本沈没』1975年 6月 
李徳純訳:人民文学出版社 
1975年 6月 




























































                                                             
1391983年から中央軍事委員会为席を務めた鄧小平は毛沢東の次に、1980 年代の最高指導者になった。 
140「中国と日本経済貿易関係が迅速発展」、「山西日報」、1980年 5月 29日。 










































                                                             
144「初めて日本洗濯機タイマー生産ラインを導入した」、「山西日報」、1985 年 2月 2日。 
145「日本の商業を見学した印象」、「山西日報」、1985年 1月 11日。 
146「日本人は子供の頃読書習慣を身に付けさせる」、「山西日報」、1980 年 1月 6日。 
147「ロボット王国―日本」、「山西日報」、1985 年 3月 10日。 
148「日本は省エネ対策を实行している」、「山西日報」、1980年 1月 9日。 
149「1983年の日本科学研究開発費用は歴代最高記録を更新した」、「山西日報」、1980年 1月 6日。「日












































                                                             
152「オシンと日本のファミリードラマ」、「山西日報」、1985年 3月 30日。 
153「日本女優八代亜紀を紹介する」、「山西日報」、1985年 2月 25日。 
154「出産後の山口百恵」、「山西日報」、1985 年 2月 9日。 























































































































        表 10 1990 年代以降の日本ドラマの認知度と好感度 
名前 知る 好き ディスクを買った 
東京ラブストーリー 53.1％ 35.5％ 11.9％ 
ひとつ屋根の下 30.8％ 17.3％ 6.8％ 
101回目のプロポーズ 25.8％ 13.2％ 6％ 
タブロイド 12％ 4.6％ 1.7％ 
魔女の条件 15.6％ 6％ 3.6％ 
いたずらな Kiss 21.2％ 11.8％ 4.6％ 
古畑任三郎 13.9％ 7.4％ 4.3％ 
P.S.元気（げんき）です、 
俊平（じゅんぺい） 
12.4％ 4.7％ 2.9％ 
成田離婚 7.5％ 2.4％ 2.6％ 
氷の世界 12％ 4.7％ 2.6％ 
ニュースの女 19.6％ 6.6％ 4.3％ 
眠れる森 12.7％ 5％ 3.2％ 
オーバータイム ビーチボーイズ 12.4％ 3.8％ 2.7％ 
With Love 15.3％ 7.3％ 4.1％ 
白い恋 13.8％ 6.5％ 2.4％ 
                CRC北京世研161、2006年 3月 5日都市調査より    





                                                             












          
表 11 日本アニメの中国での上演リスト（一部） 
名前 日本上映時間 中国上映 テレビ番組 
ドラえもん 1979年 1991年 中央テレビ 
SLAM DUNK 1993年 1998年 地方テレビ 







ちびまる子ちゃん 1990年  広東テレビ 





























いた。検索エンジンの GOOGLE の使用者数は BAIDUに抜かれた。インスタントメッセンジ
























































































                                                             



























































































                                                             
166 1936年だけ収録した本籍が山西省出身である留日学生が 60人。中華民国廿五年(1936)日本昭和 11



















































表 12 山西省の大学日本語教育コース開設状況（2011） 
大学名 ランク 専攻名 場所 在 校 人
数（推計
170） 
山西大学 一本171A類 日本文学 太原市 100人 
大学院   20人 
山西師範大学 二本 A類 日本語教育 臨汾市 180人 
山西財経大学 二本 A類 商務日本語 太原市 110人 
山西大学商務学院 二本 C 類172（独立学
院） 
商務日本語 太原市 180人 
 芸術設計  120人 
山西農業大学情報学院 二本 C類（独立学院） 芸術設計 晋中太谷 200人 
山西師範大学現代文理学院 二本 C類（独立学院）  臨汾市 150人 
運城学院 三年制短大 商務日本語 運城市 25人 
山西興華職業学院 三年制職業短大173 ホテル管理 太原市 200人 
山西芝居職業学院 三年制職業短大 アニメ設計 太原市 70人 
ホテル管理  16人 
太原都市職業学院 三年制職業短大 ホテル管理 太原市 80人 
山西情報職業学院 三年制職業短大 アニメ設計 太原市 90人 
山西国際商務職業学院 三年制職業短大 国際貿易 太原市 100人 
太原旅遊職業学院 三年制職業短大 観光日本語 太原市 100人 
山西旅遊職業学院 三年制職業短大 観光日本語 太原市 115人 





























































































出典：西川大学外国語学院ウェブサイト資料基づいて作成 177  






























                                                             
177西川大学外国語学院:http://wy.sxu.edu.cn/yxjs/lshg/29389.htm 20130924閲覧 
1781977年始まった「高耂」は、同時の状況を再三論証してから始まった。当年度の 10月中旬から教育
部から知らせを発し、12月の 11日と 12日に試験、入学するのは 1978年の 2月になってきた。 
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表 13 改革開放以降の西川大学歴代日本語専任教師 
名前 生没年 出身 出身校 日本研修先 その他 
SFX 1924年 
－2003 年 




山西省沁県 日本立教大学  西川大学で
定年 






































SDQ 1963年 山西 西川大学 福 島 大 学 (1999
年) 
在籍中 




























































                                                             
180山岡政紀:天理教における日本語教育の国際的展開『比較文化研究』第 15巻、創価大学比較文化研究




























る。1984年頃には 20人ほどであったが、その 9月に太原日報に報道されるや参加者は 100
名に上った。1985 年から 100名の学習者を 4つのクラスに分けた。1987年 3月の 4周年


























『現代日本語』吉田弥寿夫 上海訳文出版社  1984年 2－7月 
『総合基礎日本語』楊寿、張生林編集 北京出版社 1984年 5－11月 
『日本語会話 50課』大連外国語学員編訳 1984年 9月－1985年 6月 
『日本語広播教材一冊』復旦大学編 訳文出版社 1984年 9－12月 
『初級日本語』1.2.3日本 NHK放送協会編 1985年 3月－1987年 12月 
『新日本語』1.2 王二貴 孫鳳翔編 1987 年 3月－12月 
『学日語』1.2 大連外国語学院、中央テレビ放送 編 1987 年 3月－1989年 12月 
『中学生日本語会話』 1988年 8月－11月 










































為に募金活動を行ない、500 万円(当時のレートで 35 万元)ほどの募金を集め、日本語晨
会に送った。 
































語教育が第 1 位の外国語言語となった。1960 年代に、中ソ関係が悪化しても、同じ政治
思想体制に基づく社会为義国家であり国家の運営システムに似ている点が多いゆえ、ロシ
ア語の第 1 言語としての地位は変わらなかった。1970 年代の日中国交正常化によって、









































よると、大学生のうち 8 割以上に留学する意欲があるという185。2011 年の時点で、中国
の留学生総数は 33万 9700人で、かつ毎年 23%のスピードで増加している。そのうち私費
                                                             
185新華網:http://news.xinhuanet.com/overseas/2007-12/13/content_7236906.htm 20071213 閲覧。 
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186中国教育部:2011 年度我が国の出国留学人員状況統計



















2011 年から山西省の派遣は、毎年派遣人数が 100 人台に上った。近年の中国と派遣国
の所得差の縮小によって、留学派遣人数が増え、また、派遣国における滞在不帰の現象は




















































































































为同盟社会大学198を創設し、その後その大学を 3年制の私立 RY 教育学院に改組した。 
 さらに、戦時中に知り合いになった川野和子の助力によって、四国高知県にある土佐情
報経理専門学校の姉妹学校を作り、学生を募集し、基礎日本語を教えて中国人学生を日本
















































                                                             
199この部分は CST先生の自伝『祖国よ、わたしを疑うな:政治犯から大学教授となった「兵隊太郎」の戦
後』 日本経済評論社 2006及び立教大学経済学部創立 100周年記念シンポジウム「中国のナショナリズ












そのうちの一人であった留学生 A は、親孝行のため中国へ帰り DR留学仲介会社を作っ
た、山西省でもっとも早くに設立された民営留学仲介会社である。留学仲介は正式な留学
仲介会社として政府から認定される際に、国外の安定した受け入れ先の確保が必要だった。 































                                                                                                                                                                              







 ケース 3:ZB、1987年生まれ、男性。LX の例と似ている。ZBと兄は共に日本語を勉強し
ている。お兄さんは ZB より２年前に日本に留学した。お兄さんの後、同じ留学仲介会社
に頼んで、お兄さんと同じ都市に留学した。 



































































 ケース 1: HFJ、1990年生まれ、女性。 













































1981 年 1 月１日、中国中央政府の国務院は教育部や外務部など 7 部門が提出した「自
費出国留学についての請示」に対して、「自費出国留学の暫定」という自費留学の意見を
示し、「自費留学は留学工作の大切な一部であり、人材養成の重要なルートとして自費留












                                                             

















図 5 教育部と傘下の仲介会社の関係 
 
 




 山西省の留学仲介について、筆者は 2007年 9月～2008年 4月、2009年 10月、2011年
8月～10月、2012 年 8月～10月、2013 年 2月～3月の各期間、現地で調査を行った。第
1回目調査は留学仲介会社 D社において留学生派遣作業の参与調査を行った。第 2回目は
留学仲介会社の D 社と S 社、Z 社、H 社の 4 社を訪問調査した。2011 年の 8 月から 10 月
の第 3回目では、民営日本語学校であり留学仲介業務も扱っている C社と M社を訪問した。








































































                                                             

















































































れている資料の記載によると、彼は 1994 年にオーストラリアで Phoenix Educational 
Services Pty.td という会社を立ち上げた。その間にオーストラリアの農場の経営も試み
た。1999 年前後にオーストラリアの永住許可を取り、妻と子供をオーストラリアに残し
て太原に戻り、ABS 氏と DR国際教育交流会社を立ち上げた。 

























 アジアの仲介業務担当は 3 人で、香港、シンガポール、マレーシア、韓国、日本の相




 仲介業務相談役の LJH 氏、28 歳、留学仲介業務歴 7 年。山西省都の太原市の郊外農
村農家出身、中学校を卒業してから太原市の看護師職業高校に進学、卒業してから当時の




 LC 氏、31 歳、LJH 氏と 2011 年結婚、留学仲介業務歴 1 年。太原市市内出身。2004 年





 CSY 氏、29 歳、留学仲介業務歴 3 年。太原市市内出身。2003 年前後に看護師職業高
校を卒業し、当時の DR留学仲介会社に入った。2 年後、東京のある日本語学校に入学し、
次の年は東京の神田外国語大学に入学。4 年で卒業して太原に帰って DR 留学の日本留学
仲介業務を担当するようになった。 
 OB の DR国際教育交流仲介スタッフ LYW 氏、30 歳、留学仲介業務歴 7 年。2002 年に
太原師範大学の 3年制大学を卒業してから DR留学に勤め始め、6 年経った 2008 年に独



















                                                             



















































































































働いたが希望が見えなくて、留学を通して挑戦してみたい」（男性 会社員 27 歳）、経
















































ける人。最後の D ランクは経済力と学力が共に欠けている人。私たちは Aランクのビザ取
得に確实な自信をもっており、Bと Cランクのビザ取得についても努力する。最後の Dラ
ンクだけは困っている。Lさんは我が会社の留学予備生のうち、どう見ても Aランクに属







仲介会社 D社の仲介人 A氏の出身地は中心都市から 300キロ以上に離れた Y県である。
Y 県に近いところに A 氏も出資している日本語学校がある。A氏の顧実は 4 種類のルート
から来ている：①A氏も出資する日本語学校の学生、②出身地の知り合いからの紹介、③













































































































































                                                                                                                                                                              






























例の一つとして、A は B 地の専門学校に通った。原籍の A 地から B 地に移動したので、
B 地で身分証明書を作った。B 地の専門学校を終えて、C 地に就職したが、就職先が不安
定な民営企業で、戸籍の管理や転入等は受理されなかった。そのため、B地の専門学校は
A さんがもう B 地に居ないという理由で、戸籍を原籍地の A 地に戻した。結果として、C
































































                                                             
221広東省公安庁出入境管理処 広州市公安局出入境管理処連合課題組:「関於広州市出国(境)仲介組織の



























































































                                                             
225中国新闻网「山西太原：留学中介乱象」2011 年 08月 20日に合法仲介を 11か所と提示したが、太原



























































































































































有料紹介は行き詰まった時もあった。WB 氏という留学生は知り合いから 3 万円をもら
って仕事を紹介していたが、紹介する仕事は思う通りにうまくいかなかった。有料紹介の
仕事であったにもかかわらず、会社が不景気であったため、本社からの指示でアルバイト









































































                                                             








































































① 個人のキャリア形成モデル（Personal Career Model） 
② 外交戦略モデル(Diplomatic Strategy Model) 
③ 国際理解モデル(International Education Model) 








⑤ パートナーシップ・モデル(Partnership Model) 
⑥ 顧実モデル(Customer Model) 
⑦ 地球市民形成モデル(Global Community Model)231 
国際情勢と時代の変化に合わせて、日本政府が 1984年と 2008 年に提出した留学政策の
理念モデルをまとめると具体的には以下のように変化している。 









































































                                                             
232白土悟:「留学生交流の意義と担当職員の心がまえー留学生アドバイジングの視点からー」平成 22年
度留学生担当職員研修会【講演】九州大学、2010 年 10月 27日。 
233「21世紀への留学生政策に関する提言」(昭和 58年 8月、21世紀への留学生政策懇談会)「21世紀の
留学生政策の展開について」(昭和 59年 6月 留学生問題調査・研究に関する協力者)「21世紀を展望


















































                                                             
234大学の世界ランキングはそのひとつである。 




















表 16 为要先進国の留学生の受け入れ現状236 
 米国 イギリ
ス 
ドイツ フランス オーストラリア 日本 
高等教育機関在学者
数(千人) 
10957 1539 1941 2228 1066 3498 
留学生(受入れ)数 671616 415585 233606 266400 355802 132720 
留学生の割合数 6.1％ 27％ 12％ 12％ 33.4％ 3.8％ 
全世界留学生に占め
るシェア237 
















                                                             
236文部科学省高等教育局学生・留学生課：「我が国の留学生制度概要―受け入れ及び派遣」平成 22年度、
p5． 
237OECD: Education at a Glance OECD、2011、p322. 
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      表 17 为要先進国の留学生の出身国順位 
















2位 イ ン ド
(13.1%) 
インド(6.5%) 中国(9.7%) 中国(10.3%) 韓 国
(12.8%) 





ドイツ(4.2%) ポーランド(4%) チ ュ ニ ジ ア
(4.5%) 
ベ ト ナ ム
(2.9%) 
5位 カ ナ ダ
(3.5%) 
ナイジェリア ウ ク ラ イ ナ
(3.5%) 













表 18 在日外国人上位 3位在留資格順位(2012)         
国別 
在留資格者数順
位   
中国 韓国・朝鮮 フィリピン ブラジル 
1位 永住者 191946 特 別 永 住 者 
377350 
永住者 106397 永住者 114632 
2位 留学  113980 永住者 62522 定住者 40707 定住者 53044 




在留者総数 652555 530046 202974 190581 
出典:法務省統計 2012年度に基づき作成 
                                                             
238IEE（INSTITUTE OF INTERNATIONAL EDUCATION）OPEN DOORS DATA : 
http://www.iie.org/Research-and-Publications/Open-Doors/Data/International-Students/Leading-
Places-of-Origin/2010-12、20130922 閲覧． 
239International Unit: International higher education in facts and figures, Winter 2012-13 p4. 
240Project Atlas: International students in Germany 
http://www.iie.org/Services/Project-Atlas/Germany/International-Students-In-Germany、20130927
閲覧 
241Project Atlas: International students in France 
2011-12http://www.iie.org/Services/Project-Atlas/France/International-Students-In-France 
20130815閲覧 
242Project Atlas: JAPAN STUDENTS SEVICE 

















        表 19 各地域における留学生の割合数              
 全国 東京 大阪 東北 九州 四国 
総
数 
180919 58764 14923 4069 25965 1719 
中
国 
113980(63%) 36318(61.8%) 10172(68%) 2013(49%) 12217(47%) 1023(59.5%) 
韓
国 
18643(10.3) 8423(14%) 1453(9.7%) 314(7.7%) 1664(6.4%) 124(7.2%) 








4.2.1  受入地の石川県の概況 
 
石川県と中国の結びつき 
調査地の石川県は日本海側の北陸地方に位置し、面積 4185km²、平成 23（2011）年 10






                                                             










表 20 石川県と石川県各市の中国との姉妹都市提携状況 
県市町村名 提携都市名 締結年月日 
石川県 江蘇省 1995年 11月 5日 
金沢市 江蘇省蘇州市 
遼寧省大連市 
1981年 6月 13日 
2006年 11月 24日 
七尾市 大連市金州区 1986年 4月 13日 
小松市 山東省済寧市 2008年 9月 5日 
広西省桂林市  
羽咋市 江蘇省通州市 2001年 5月 22日 
白山市 江蘇省溧陽市 1995年 10月 9日 
川北町 遼寧省興城市 1992年 9月 10日 
内灘町 江蘇省呉江市 1993年 10月 7日 
出典: 石川県国際交流課 平成 21年 3月石川県統計表より筆者作成 
 
留学生で見る石川県の中国人留学生 




表 21 日本における留学生数と中国人留学生の総数推移      卖位: 人 
年数 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 
外国人留学生数 117302 121812 117927 118498 123829 132720 141774 
中国人留学生数 77713 80592 74292 71277 72766 79082 86173 
割合 66％ 66％ 63％ 60％ 59％ 60％ 60％ 
出典:独立行政法人日本学生支援機構『留学生受け入れの概況』各年版に基づき作成 
 
表 22 石川県における留学生数と中国人留学生数の総数推移    卖位: 人 
年数 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 
外国人留学生数 1130 1258 1291 1242 1424 1571 1795 
中国人留学生数 830 945 972 921 1118 1243 1322 







                                                             
247石川県観光交流課:「石川県外国人留学生の推移」
http://www.pref.ishikawa.lg.jp/kokusai/ryugaku/1.html 20120225 閲覧 
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表 23 2010 年日本全国と石川県の留学生出身国別上位三ヶ国人数比較表 
順番 日本 石川県 
一位 中国 60％ 中国 74％ 
二位 韓国 14％ ベトナム 5％ 
三位 台湾 3.7％ 韓国 3％ 
出典:独立行政法人日本学生支援機構「平成 22年度外国人留学生在籍状況調査結果」 








表 24 北陸三県の中国人と中国人留学生数（卖位：人） 
 富山 福井 石川 
登録人数 5932 4732 5193 
うち留学生 536 229 1325248 




約 800人となっている250。中国人留学生は石川県内の中国人の 3割ほどを占めている。 
 
図 7 石川県の中国人分布図 
 
                                                             
248統計機関と統計時期の違いにより、統計データが変わってきた。留学生人数の概観資料として使う。 

































大学院 230 240 252 238 236 264 
学部 531 639 670 609 806 902 
短期大学 43 37 30 30 32 24 
専修学校 29 35 29 46 51 57 
合計 833 951 981 923 1,125 1,247 
 出典:日本学生支援機構（JASSO）の資料より筆者作成、各年 5月 1日現在 2010年251 
 
表 25 が示すように、石川県の中国人留学生では、大学院生と 4 年制大学学部生の人数
が圧倒的に多い。学位を取るため2年以上在籍する留学生が全体の9割ほどを占めている。 
 














01人文科学 166 133 264 294 401 407 
02社会科学 468 491 493 398 509 601 
03理学 6 5 8 5 6 6 
04工学 96 98 69 58 49 71 
05農学 2 0 0 0 0 0 
06保健 50 49 51 56 59 67 
0７家政 0 0 0 0 0 0 
08教育 17 17 21 20 16 8 
09芸術 0 3 2 1 3 2 
10その他 28 155 73 91 82 85 
合 計 833 951 981 923 1,125 1,247 
                                出典:同上 
                                                             
251日本学生支援機構「留学生調査」の結果による独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）の資料より筆



















国費 34 40 45 38 49 
政府派遣 0 0 0 1 0 
私費 917 941 802 1,086 1,198 
  951 981 847 1,125 1,247 




留学生は 328 人中 167 人が国費または政府派遣であり、私費留学生は 49％程度しかいな
い253。 
更に、石川県の国立大学の留学生中に中国人留学生の占める割合が小さく、一例として




















                                                             
252石川県国際交流課の数字では 2009年 7月現在中国人留学生は 1243人であったが、日本学生支援機構
の数字では 2010年 5月現在 1247人としている。 
253石川県国際交流課と日本学生支援機構の統計より筆者が計算した。 
254




















































































日本語学校に入学する生徒が 40人いたが、2009年の 10月には 15人しかいなかった。さ






4.2.3  小括 
 
留学生生活 


















































258Gracia Liu-Farrer: (2009)"Educationally Channeled International Labor Mobility: Contemporary 














































































































 表 28 石川県の某私立大学の 30名の留学生の卒業進路264 
名前 出身 卒業進路 
HYR 江蘇省連雲港 上海 民営企業に就職 
WRB 江蘇省連雲港 上海 モデル 
TNN 安徽省蕪湖 地元 就職活動中 
WH 陝西省西安 大阪 大学院 
MJ 陝西省西安 大阪 大学院 
WW 北京 京都 大学院 
TF 江蘇省連雲港 福岡 大学院 
XZH 江蘇省連雲港 地元 就職活動中 
LZR 上海 上海 銀行に就職 
GLL 遼寧省大連 大連 民営企業に就職 
CX 遼寧省大連 大連 民営企業に就職 
WH 遼寧省大連 大連 大学院進学準備中 
LYY 天津 天津 銀行に就職 
XXT 遼寧省大連 大連 民営企業に就職 
AZJ 江蘇省单京 日本 就職 
FNS 遼寧省瀋陽 瀋陽 民営企業に就職 
DY 江蘇省单京 单京 銀行に就職 
LL 江蘇省单通 单通 民営企業に就職 
LD 安徽省蕪湖 安徽 家庭为婦 
MFY 河北省唐山 京都 大学院 
LY 天津 東京 大学院 











QL 遼寧省営口 石川 就職 
WQL 江蘇省单京 单京 民営企業に就職 
YY 遼寧省大連 大連 民営企業に就職 
YTT 遼寧省営口 営口 民営企業に就職 
ZJJ 江蘇省单京 单京 銀行に就職 
CS 山東省 ネットカフェ経営 
HDD 陝西省西安 西安 民営企業に就職 
XZH 北京 北京 民営企業に就職 





























                                                             
265アジア人財資金構想プロジェクトサポートセンター:「教育機関のための外国人留学生就職支援ガイド」
p3、2011.「アジア各国からの留学生雇い入れに関する实態調査報告書」（雇用･能力開発機構・財団法人

























































































1999年に中国では大学教育改革が行なわれ、大学卒業生は 1999 年の 109万人から 2009







实例 1:YX、女性、1982年生まれ、30 歳 













































































































































































































































































表 29 留学を影響する諸要素 

























































































2011年 03 月 02 日「出国留学六十年」『中華読書報』 
李明歓 
2005「僑郷社会資本解読、以当代福建跨境移民潮為例」『華僑華人歴史研究』第 2期 






























2010年 02 期「中国赴シンガポール留学潮解析」『東单亜縦横』 
周聿峨 阮征宇 












































2012 年 2 月「日本の大学における留学生受け入れ体制の問題点及び解決策の探索ー京
都大学におけるアドミッション支援オフィス導入の背景と効果」京都
大学国際交流センター論 第 2号、pp37－54． 
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2011 年 1 月「中国人留学生の「質の確報」に向けた学歴など認証システムの普及・促















pp191-215,   
杉村美紀 
2010年「アジアにおける国家個人の留学戦略と多様化する留学生移動」『留学という文
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2011 「講演留学生にどう接するか : 留学生相談审の経験から (「留学生教育・指導
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中国人留学生が 2000 年の 4

















































































              （2012年 5月 28日まで） 










1983年 12月 16日 
1 スリランカ 1988年 8月 9日 
2 ブルガリア 1990年 6月 23日 
3 アルジェリア 1991年 11月 14日 
4 ペルー 1991年 12月 13日 
5 モーリシャス 1992年 12月 17日 
6 ウズベキスタン 1993年 3月 06日 
7 カメルーン 1994年 05月 04日 
8 ロシア 1995年 6月 26日 
9 ルーマニア 1995年 7月 4日 
10 エジプト 1997年 11月 17日 
11 ハンガリー 1997年 12月 02日 
12 ベラルーシ 1997年 12月 02日 
13 ウクライナ 1998年 12月 11日 
14 モンゴル国 1998年 12月 11日 
15 ドイツ 2002年 04月 09日 
16 キルギス 2002年 06月 24日 
17 イギリス 2003年 02月 23日 
18 フランス 2003年 9月 30日 
19 オーストラリア 2003年 10月 24日 
20 ニュージーランド 2003年 12月 26日 
21 中国香港 2004年 07月 11日 
22 オーストリア 2004年 10月 17日 
23 ポルトガル 2005年 01月 12日 
24 オランダ 2005年 05月 30日 
25 イタリア 2005年 07月 04日 
26 カナダ（ケベック） 2005年 09月 23日 
 カナダ（オンタリオ）    2005年 11月 09日 
 カナダ（ニューブランズウェック）    2006年 05月 30日 
 カナダ（プリンスエドワード）    2006年 07日 
 カナダ（サスカチュワン）    2006年 10月 07日 
   カナダ（ブリテイッシュコロンビア） 2006年 11月 21日 
 カナダ（マニトバ） 2007年 03月 22日 
 カナダ（ノバスコシア） 2007年 04月 
130 
 
 カナダ（アルバータ） 2007年 05月 15日 
 カナダ（ニューファンドランド） 2008年 
27 アイルランド 2006年 02月 23日 
28 スウェーデン 2006年 09月 14日 
29 カザフスタン 2006年 12月 20日 
30 タイ 2007年 05月 28日 
31 デンマーク 2007年 09月 25日 
32 スペイン 2007年 10月 21日 
33 韓国 2008年 5月 27日 
34 キューバ 2008年 11月 18日 
35 ベトナム 2009年 4月 30日 
36 フィリピン 2009年 11月 20日 
37 メキシコ 2010年 7月 30日 
38 ラトビア 2010年 10月 22日 
























付表 3  教育部公表した 43カ国の学校リスト 
（本リストは状況に基づく随時更新する、現在は第39版である。最終更新する時間は2013
年 2月 18日、ラトビアの学校リストを更新した） 
教育部第一回目公布した 10カ国の学校リスト 
アメリカ キプロス デンマーク イギリス ギリシア 
オランダ アイルランド マレーシア ノルウェー 单アフリカ 
 
教育部第二回目公布した 11カ国の学校リスト 
シンガポール オーストラリア ドイツ フランス フィンランド 
韓国 カナダ 日本 スウェーデン スイス 
ニュージーランド 
教育部第三回目公布した 11カ国の学校リスト 
イタリア ポーランド ウクライナ ロシア エジプト 
フィリピン オーストリア タイ ブルガリア ベルギー 
スペイン ハンガリー 
教育部第四回目公布した 10カ国の学校リスト 
キューバ ポルトガル ルーマニア カメルーン アルジェリア 























発行先 全国人民代表大会       文号:晋政発「2007」137号 
公布時間:2007年 12月 16日      執行時間:2007年 12月 16日から 




































































































































付表 5 出国留学帰国人材の山西省回帰と来晋工作の奨励に関する規定の通知 
 
文書発行機関  山西省人民政府 
文号:     晋政発「1994」92号 
公布日時   1994年 9月 23日 





































































































































付表 7 私費出国留学仲介サービス機構資格認定手順表 
項目名称：私費出国留学仲介サービス機構資格認定        項目類別：行政許可  
子項目名称 
 




































批准 庁のリーダー 5日 
完結 国際合作と交流処 1日 
手数料の徴収と標準 無 





付表 8 2012 年まで中華人民共和国普通パスポートのビザ免除国 
 
Henley and partners 会社の研究により、中華人民共和国のビザ制限指数は 33 である。
43 カ国や地域が中国人民共和国バスポート所有者にビザ免除や到着ビザを提供する。中













































































































2 預金残高証明書 支弁者本人名義の銀行等の預金残高証明書 
資産形成に至る過去 3 年間の銀行通帳コピーを提
出してください。 
○中国の支弁者は、定期存款存卖コピーを提出し
てください。 
3 在職証明書または職業証明書 「在職証明者」（会社の所在地、代表者氏名が明記
されたもの）会社経営者、個人営業者は「登記簿
謄本」 
4 給与支払証明書及び納税証明書等 支弁者の個人収入を証明するものを提出してくだ
さい（過去 3年分）。 
○中国の支弁者は、納税証明書を提出してくださ
い。 
5 親子関係、親族関係を証明する書類 志願者と親族関係を証明する書類を提出してくだ
さい。 
○中国の支弁者は、親族関係の公証書および「戸
口簿」の全ページのコピーを提出してください。 
 
 
 
 
 
 
 
